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であったソ連が崩壊して以降、アメリカは「唯一の超大国 として圧倒的な優位を国際政治のなかで維持してきた。そしてそのなかで、石油という戦略資源、さらにイスラエルという重要 同盟国の存在する中東地域は、冷戦期と変わずアメリカの対外戦略の かで重要なポジションを占めてきた。ころがジョージ・Ｗ・ブッシュ米政権（二〇〇一～〇九年） アメリカの（とりわけ軍事面における）優位を過信し、二〇 一 の九・一一テロ事件を契機として、イスラーム過激主義と 「悪の枢軸」の巣窟とみなした中東地域に「自由」と「民主主義」を強引に植え付けようと考え︱︱これはしばしば「ブッシュ・ドクトリン」と呼
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ッシュ政権から引き継いだ「対テロ戦争」という課題に取り組んできた。オバマ は 「対テロ戦争」という言葉の使用を慎重に避け、就任演説の際にはそれを「わが国は広範な暴力と憎悪のネットワークとの戦争の最中にある 言い換えた。だが、ブッシュ・オバマ両政権に共通していえることは、戦術こそ異なるものの、対テロ政策を基本的には「戦争」 概念で捉えていたという点だ。　
とりわけ、オバマ政権の対テロ
政策における顕著な特徴 、無人航空機や特殊作戦部隊を用い 暗殺作戦への過度の依存傾向だ。たしかにこうした手法を用いれば、
海外展開するアメリカ軍の規模もアメリカ兵が殺害されるリスクも最小化でき（無人機攻撃に至っては、操縦士は現場から遠く離れたアメリカ本土にいる） 、目立たず効率的にテロリストを始末 ことができる。中東地域への不介入を原則とするオバマ政権にとってはきわめて都合の良い手法だ。事実、オバマ政権は就任からわずか二年間で、ブッシュ大統領が任期を通じて認めた攻撃の実に四倍の無人機攻撃を許可している。ブッシュ政権期には四〇日に一度の割合で無人機攻撃が 施されたのに対して、オバマ政権期に 四日に一度の割合で が実施されている。　
ただし、こうした手法は人道的
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